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1. 雇  用 令和 6 年版 労働経済白書、テーマは「人手不足への対応」 

先般、厚生労働省より「令和 6 年版 労働経済の分析」（労働経済白書）が公表されました。「人手不足への対応」をテ
ーマにしており、中小企業にとっても興味深い内容となっています。本稿では、「令和 6 年版 労働経済の分析」（労働経
済白書）の中から、中小企業に役立ちそうな部分をお伝えします。   

 
■労働力需要・供給、ギャップの推移 

※厚生労働省「令和 6 年版 労働経済の分析（労働経済白書）」より 

 
１．人手不足の現状 

人手不足は、需要の増加、労働時間の短縮、サービ
ス産業化の進展などが複合的に影響して生じます。日
本では2010年代以降、人手不足が続いていますが、 
 

 
今後も人口減少や高齢化が続く見通しであるため、人
手不足が「⾧期かつ粘着的」となっています。時間単
位でみた労働力の需要と供給は、2017年以降、供給
不足（需要過多）が目立っています。 
 

 
２．人手不足への対応 

労働経済白書では人手不足への対応として、女性、
高齢者、障害者、外国人など、「誰もが活躍できる社
会の実現」を強調しています。人口が減少していく日
本では、これまで以上に一人ひとりの労働者が貴重な 
 

 
存在となることから、政府も引き続き、リスキリング
支援など生産性向上に向けた必要なサポートを行ってい
く必要がある、と指摘しました。また、人手不足への
効果的な対応事例も紹介しています。その中から、中
小企業の取り組みを次に紹介します。 
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１．対象となる企業と適用要件 

週の所定労働時間が30時間以上の労働者は、企業
の従業員数に関係なく社会保険の加入が義務付けられ
ています。 

政府は社会保障制度の強化を目指し、週の所定労働
時間が20時間以上30時間未満の労働者にも社会保険
の適用を広げる取り組みを進めてきました。企業の従
業員数に応じて段階的に対象を拡大しており、2024
年10月からは、従業員数が51～100人の企業も新た
に対象に加わっています。 

この「従業員数」は、厚生年金保険の被保険者数を
指します。厚生年金保険の被保険者総数が、12か月
のうち6か月以上、51人以上になると見込まれる場合
には、日本年金機構に「特定適用事業所該当届」を出
します。その上で週の所定労働時間が20時間以上30
時間未満の労働者も加入させることになります。 

 
この従業員数のカウント方法は、次の通りです。 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
また所定労働時間が20時間以上30時間未満の労働

者であっても加入の対象とならないケースがありま
す。次の要件を全て満たす労働者だけが対象になるの
で、注意してください。 

 

 

2. 社会保険 社会保険の適用拡大の対象について 

2024 年 10 月から、従業員数 51～100 人の企業で働くパート・アルバイトが、新たに社会保険（厚生年金保険、健康
保険）の適用対象となりました。これによりパートやアルバイトが社会保険による手厚い保障を受けられるようになる一
方、企業にとっては、社会保険料や事務処理の負担が増えることになります。本稿では、今回の社会保険適用拡大につい
て概要をおさらいするとともに、加入を判定する月額賃金に関する「よくある質問」を抜粋してご紹介します。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ社（岡山県岡山市、醸造機械・プラントメーカー、従業員数150名） 

・2019～2023年までに21のＩＴツール・システムを導入。 
・基幹システム等の刷新にあたっては、各システムの連携やアップデートへの対応を容易にするため、 

カスタマイズは極力行わずパッケージに業務を合わせる。 
・仕入先への発注方法をＦＡＸ・郵送等からオンラインに切り替え、月400時間の工数削減やペーパーレスを実現。 
・2018年に1名だったデジタル人材が2023年には延べ21名に増加。 

Ｂ社（三重県伊勢市、有料老人ホーム等運営、従業員数114人） 

・入浴、食事介助等の「直接業務」と、掃除、洗濯、シーツの交換等の「間接業務」を分離。 
介護職員は直接業務に専念し、間接業務をシルバー人材センターの高齢者等に任せることで、 
介護職員が働きやすくなり、介護の質も向上。 

・「週休3日・夜勤専従・10時間勤務」の導入。ライフスタイルに合った労働時間を選択できる。 
勤務時間も規則的になり、病欠も年間で8割近く減少。採用の増加へも結びついた。 

・独自の研修教育機関を設立。介護技術の水準に応じた社内検定制度（1～6級の段位）をつくり、 
段位取得は賞与へも反映される。 

・ＩＣＴを活用した業務の効率化（スマートフォンを使った介護記録の電子化やインカムの活用）。 

 
３．さいごに 

人手不足に対応するには、中小企業では、まずは離
職を防ぐことが肝要です。そのためにも、賃金や有給 
 

 
休暇、時間外労働などの労働環境の整備に取り組むこ
とが欠かせません。弊所でもアドバイスしますので、
いつでもお声がけください。 
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２．月額賃金の考え方 
前項の図で示されている「所定内賃金が月額8.8万

円以上」という要件ですが、パート・アルバイトは月
によって勤務日数等が変動し、この月額賃金を超えた 
 

 
り超えなかったりするケースもあるかと思います。そ
のようなケースの対応について、厚生労働省のQ＆A
集では次のように記載されていますので、ご参考にな
さってください。 

  ※厚生労働省「パート・アルバイトのみなさまへ ガイドブック」より 
 
 
 
 
 
 
 

※厚生労働省「短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大 Ｑ＆Ａ集 (令和６年 10 月施行分)」より 

 

Q & A 
記事の中でちょっと気になる豆知識をご案内。今回は、２ページ目の「社会保険の適用拡大の対象につい
て」に関連する豆知識をお伝えします。 

 
 
       

Q． 従業員数は、事業所ごとでカウントすればよいでしょうか。 

A． 
法人と個人事業所とで異なります。法人は、法人番号が同一の全事業所の従業員数を
合計して、個人事業所は個々の事業所ごとにカウントします。 

なお、従業員には、2ページ目で説明した要件を満たす正社員や有期職員等だけでなく、パート・アルバイトも含みます
のでご注意ください。   

Ｑ．就業規則や雇用契約書等で定められた所定労働時間が週20時間以上で、かつ所定内賃金が月額8.8万円未満である
者が、業務の都合等により恒常的に実際の労働時間が増加し、賃金が月額8.8万円以上となった場合は、どのように
取り扱うのか。 

Ａ．連続する2月において業務の都合等により恒常的に実際の労働時間が増加し、賃金が月額8.8万円以上となった場合
で、引き続き同様の状態が続いている又は続くことが見込まれる場合は、実際の賃金が月額8.8万円以上となった月
の3月目の初日に被保険者の資格を取得します。この場合は、所定内賃金が月額8.8万円以上かの判定において、名
目上時間外労働に対して支払われる賃金を含めて判定します。 

Ｑ．短時間労働者として届出を行った場合「所定内賃金が月額8.8万円以上」に該当するかどうかは、各労働者について
毎月確認する必要があるのか。また、被保険者資格を取得後に所定内賃金が月額8.8万円未満となった場合は、被保
険者資格は喪失するのか。 

Ａ．原則として、資格取得後に雇用契約等が見直され、所定内賃金が月額8.8万円を下回ることが明らかになった場合等
を除き、被保険者資格を喪失することはありません。そのため、毎月確認する必要はありませんが、雇用契約等に変
更はなく、常態的に8.8万円を下回る状況が続くことが確認できる場合は、実態を踏まえた上で資格喪失することと
なります。 

 
３．さいごに 

社会保険の適用拡大の際には、対象となる労働者を
正確に把握して、その労働者に正しい制度理解をして
もらわなければなりません。厚生労働省の「社会保険 
 

 
適用拡大特設サイト」では、そのための各種のチラシ
やパンフレットも用意されているので、活用をお勧め
します。また、個別の適用判断などに迷うことがござ
いましたら、弊所までお気軽にご相談ください。 
 


